
第５節　安全で快適な生活が送れるまち

６ 下水道・河川
～公共下水道の整備や良好な水辺環境の実現が図られているまち

＜Ａ　基本計画の目標＞

＜Ｂ　目標指標：市民意識調査による市民の満足度＞
当初値 H22 H23 H24 H25 対前年度

63.3 70.5 68.8 69.3 75.2

％ ％ ％ ％ ％

自己評価

○

◎

◎

前年度当初目標に対し、
◎＝８０％以上
○＝５０％以上
△＝３０％以上
×＝３０％未満

【都市整備部】

＜Ｃ　目標達成に向けた25年度の実績と自己評価＞
　　※この分野の目標達成のために取組んできた事業の実績（前年度事業及び実施計画事業を中心にコメント）

・公共下水道(汚水)の整備を市街化区域で約0.2km、市街化調整区域で約0.5km実施しました。
・老朽管を対象に、管更生工事を約1.3km実施しました。
・地震・津波に対応した下水道幹線の再整備計画である持続型下水道幹線再整備計画の基本計
画を策定しました。
・下水道処理の普及促進を図るため、個別訪問と併せて広報やSNSなどを利用し、市民へのPRを
行いました。

  公共下水道（雨水）、河川並びに雨水貯留施設整備をさらに推進し、浸水被害の解消をめざします。
  下水道の普及をさらに促進させるとともに、市街化調整区域内の生活排水処理をすることにより、生活環境の
向上を図ります。
  施設の改築・更新等を推進し、鎌倉処理区の再構築をめざします。
  水環境の向上に努め、親水性を高めます。
  下水道資源(水・熱・汚泥等)の有効利用を図ります。

目標指標の定義

サブタイトルにあるまちの
実現状況について、市民
が実感している割合

目標指標

市民満足度 ↗

・公共下水道（雨水）の整備を約1.2km実施しました。
・準用河川の洪水対策として小袋谷川・砂押川の浚渫を行いました。
・準用河川について、樹木の伐採・枝払いを行いました。
・雨水調整池の機能を維持するため、梶原３号調整池の浚渫を行いました。
・極楽寺排水区において、管渠の改築工事を行いました。
・豆腐川雨水幹線外において、流れを阻害する堆積土砂の浚渫を行いました。
・雨水排水施設について、パトロールや要望等で発見された突発的な維持修繕を行いました。
・雨水排水施設について、樹木の伐採・枝払いを行いました。
・滑川や滝ノ川について、樹木の伐採・枝払いを行いました。
・市内各所の河川に設置されたフラップゲートの点検を行いました。

・汚水中継ポンプ場の改築工事について七里ガ浜ポンプ場第２の改築工事を実施しました。また、
東部ポンプ場及び極楽寺ポンプ場の改築工事の詳細設計を実施しました。
・山崎浄化センター焼却設備の長寿命化計画の策定を実施しました。
・汚泥焼却灰（加湿灰）は放射能問題により平成23年度途中から場内一時保管を行っていますが、
適正処理の検討や設備改造により、建設用資材として有効利用を図りました。
・七里ガ浜浄化センターの再構築基本設計（耐震実施計画）を実施しました。
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【都市整備部】

【都市整備部】

【都市整備部】

＜Ｄ　８年間（平成18～25年度まで）の取組の評価＞

下水道の整備・管理

下水道資源の有効利用

水辺環境の整備・創出・管理下水道・河川

・市街化調整区域の整備は平成22年度、管渠の耐震化は平成21年度から着手し、着実に整備を進めてまし
た。
・市民の安全・安心を図るため、安定したライフラインとしての下水道施設の修繕を計画的に進めてきまし
た。
・公共下水道（汚水）の普及率は、平成18年度末で95.91%でしたが、平成25年度末には97.04%となり、普及率
は着実に上昇しています。
・下水道処理の普及促進を図るため、個別訪問と併せて広報やSNSなどを利用し、市民へのPRを行いまし
た。
・大規模災害へ対応するため、早期に下水道BCPの策定が求められていることから、暫定版の策定作業を
行いました。
・公共下水道（雨水）の整備については、事業計画に基づき毎年行ってきました。平成18年度末で整備率
76.3%でしたが、平成25年９月末には整備率77.1%となり、整備率は着実に上昇しています。
・公共下水道（雨水）の修繕については、雨水幹線の劣化診断調査とこれに基づく修繕や、要望等に基づく
修繕を毎年行ってきました。
・準用河川は、法面保護としての護岸整備は、ほぼ完了しましたが、今後は、計画断面としての整備が必要
です。
・雨水貯留施設の設置については、鎌倉市下水道総合浸水対策基本計画の中で、基本的な整備方法等を
明らかにしました。また、雨水浸透施設の普及については、市民の協力を得て、順次普及が進みました。
・河川・水路における親水性の整備については、調査検討を行いました。
・これまでも下水道処理水の一部を場内利用してきましたが、処理水のみならず汚泥等の下水道資源の有
効活用について調査・検討を進めてきました。
・山崎浄化センター西側上部利用については、浄化センター建設時の周辺住民との約束でもあることから、
既に山崎浄化センター西側上部利用基本計画は策定しました。
・七里ガ浜浄化センターの改築更新工事を平成17年度に着手し、平成24年度に工事が完了しました。
・汚水中継ポンプ場の改築更新工事を平成21年度に着手し、改築更新工事を計画的に進めてきました。
・脱水汚泥・焼却灰の有効利用を行うとともに、安定した有効利用先の確保のための調査検討を進めてきま
した。
・山崎浄化センター汚泥焼却設備の長寿命化計画を平成24年度に実施、また、汚泥処理設備の長寿命化計
画を平成25年度に着手しました。

＜E　25年度までの未達成事業の課題・問題点など＞

・下水道資源の有効利用のうち、処理水の再利用については場内において実施していますが、場外への供
給による再利用は、現在のところ経費と料金について協議を継続しています。
・鎌倉市下水道浸水対策基本計画の中で、超過降雨対策としての雨水貯留施設等についての基本的な整
備方法等が示されたが、用地確保も含めて多額の費用がかかることから、補助金等の確保を視野に入れた
対応が必要です。
・親水性の整備については、対象河川が小河川であることから、修景的整備による浸水リスクも考慮する必
要があります。

＜Ｆ　この分野の取組が含まれる第３期基本計画の施策の方針＞

分野名 施策の方針名
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＜Ｈ　実績指標：事業ごとの進捗を示す代表的な指標＞
当初値 H22 H23 H24 H25

Ｈ22年度
目標値

Ｈ27年度
目標値

95 96.6 96.8 96.9 97.0 98 100

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

57.6 65.7 59.8 61 57.3 65.1 68.9

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

【都市整備部】

施策の方針名 ・準用河川の改築・修繕については、施設の老朽化の進行状況を把握し、効率的な対応
を図ります。また、整備については、雨水貯留施設等の整備も視野に入れながら、河川
事業と下水道事業を連携させた対応を図ります。
・海岸沿いの河川への津波遡上対策については、平成26年度に「津波の河川遡上対策
検討業務」を実施し、以降は、その検討結果を基に、神奈川県や総合防災課と協力し、
減災に向けた具体的な取組みについて検討します。
・従来からの公共下水道（雨水）の計画降雨での整備と併せ、局所的な集中豪雨等によ
る超過降雨対策として、雨水貯留施設等の整備による雨水流出抑制を図ります。
・親水性の整備については、修景的整備による浸水リスクも考えられるため、新しい取組
手法や取組箇所を調査・検討し、地元環境団体等との係わり合い方等についても調整を
図ります。

水辺環境の整備・
創出・管理

下水道の整備・管
理

施策の方針名 ・脱水汚泥・焼却灰について、引き続き有効利用を行うとともに、今後も安定した有効利
用先の確保のための調査検討を進めます。
・下水道から発生する汚泥等の資源を活用したバイオマスエネルギー、用地や施設の一
部を活用した太陽光・風力発電、処理水と地形等の立地を活用した小水力発電、中水の
再利用等、財源確保等に向けた取組を検討していきます。
・下水道施設上部利用の市民利用については、周辺住民の方々の要望やニーズを改め
て確認しながら、関係課と協議し、実施に向け検討を進めます。

下水道資源の有
効利用

＜Ｇ　Ｆ欄の施策の方針における今後の展開（取組方針）＞

施策の方針名 ・市街化区域での公共下水道の整備完了をめざすとともに、事業認可区域内の市街化
調整区域において費用対効果が高いなど順位付けを行い整備を進めます。
・下水道処理の普及促進を図るため、個別訪問と併せて、広報やSNSなどを利用し、市
民へのPRをさらに進めます。
・従来からの公共下水道（雨水）の計画降雨での整備と併せ、局所的な集中豪雨等によ
る超過降雨対策として、雨水貯留施設等の整備による雨水流出抑制を図ります。
・汚水管渠への不明水混入等による溢水について、原因究明を進め、老朽管の更生も
併せ、抜本的な解消を図ります。
・老朽化による人孔蓋のガタツキによる躯体や舗装の劣化を防止することなどを目的
に、下水道長寿命化計画を策定し、下水道施設の長寿命化に取組みます。
・改築未更新の汚水中継ポンプ場（七里ガ浜第２、極楽寺、東部、南部）の改築更新工事
を計画的に進めます。
・山崎浄化センターの焼却及び汚泥処理設備について、健全度に関する点検・調査結果
に基づいた長寿命化計画を策定し、計画的な改築を進めます。
・大規模な自然災害に対応する下水道BCPを策定するとともに、汚水管渠の耐震化率向
上をめざし、併せて津波被害の軽減を図るため、高深度化やルートの見直しについて、
さらに検討を進めます。

総人口に占める公共下水
道の供用開始区域内人口
の割合

目標指標

川の水がきれいになったと
感じる市民の割合

目標指標の定義

水辺環境の改善
率（＋）

公共下水道の普
及率（＋）
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２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

決算値　　　　（A） 3,155,949千円 3,252,040千円 3,672,861千円 3,117,176千円 3,143,387千円 1,917,600千円 0千円 0千円 

（国　・　県） 681,270千円 749,569千円 1,047,085千円 699,164千円 784,113千円 64,427千円 

（負担金等） 468,671千円 215,155千円 1,115,100千円 521,095千円 0千円 307,100千円 

（一般財源） 2,006,008千円 2,287,316千円 1,510,676千円 1,896,917千円 2,359,274千円 1,546,073千円 

人員配置数 57.7人 89.7人 86.4人 82.4人 74.0人 78.0人

人 件 費　　（B) 516,335千円 787,614千円 738,614千円 701,905千円 586,135千円 599,823千円 

総事業費（A＋B） 3,672,284千円 4,039,654千円 4,411,475千円 3,819,081千円 3,729,522千円 2,517,423千円 0千円 0千円 

対前年比 110.0% 109.2% 86.6% 97.7% 67.5% 0.0% #DIV/0!

◎　この分野の８年間の取組の進捗状況・取組のあり方に関する意見

◎　第３期基本計画に向けたこの分野に関する意見

施策コスト

＜Ｉ　事業コスト総額＞
分野別事業費

鎌倉市民評価委員会の評価

・公共下水道の普及率が上昇している。
・市街化区域及び市街化調整区域における公共下水道(汚水)整備の実施、老朽管を対象とした管更生工
事の実施、公共下水道（雨水）整備の実施、汚水施設地震対策としての人孔浮上防止及び管口可とう化の
実施など具体的に成果があがっている。小袋谷川・砂押川の浚渫、梶原３号調整池の浚渫等ハード面の業
績があがっている。
・下水道整備や維持管理などが着実に行われ、それに応じて市民満足度も上昇している。
・ソフト面では下水道BCPの暫定版を策定するなど、事業推進を図った。
・下水道の整備は着々と推進され、ほぼ完備に近づき、施策進行としては十分評価できよう。河川の整備も
着実に進めて美しいまち、鎌倉の実現に貢献してきた。
・治水という観点では問題なく進められていると思う。

きわめて優れていた：◎
十分であった：○

不十分であった：△
◎

・都市基盤として必要なインフラ施設のマネジメント計画を練り、効率的な整備を継続していくべきである。
・公共下水道が100％近い普及率となり、今後は維持管理の施策が必要である。汚水に関しては下水道の
整備が概ね整っているが、まだまだこれからも整備を着実に進めて欲しい。また、下水道施設の老朽化対
策、災害対策が重要な課題となる。
・維持管理については、今後も着実に行って頂きたい。整備については「水辺を利用する（水辺で遊ぶ）」と
いう観点を取り入れて、ビオトープや親水公園などの設置に関する事業等、水辺環境の創出と管理にも力を
入れていってほしい。水辺環境も緑の鎌倉をさらに美しいものにする。親水環境の整備は鎌倉らしさを一層
創出する。
・近年は集中豪雨が度々あるので、自然災害時の対応も必要である。
・下水汚泥等を資源として有効活用しようとするのは時代の要請である。
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◎　この分野の指標に関する意見

◎　この分野に関する総括意見
・都市基盤としての下水道・河川は維持管理が、都市の構成要素としての河川ではアメニティが求められて
いると思う。
・公共下水道の整備が完成したことにより、下水道事業のニーズが災害時対策、下水道BCPの策定へと移
行してきた。しかし、災害発生時の影響評価やBisinessContinuePlanの策定が遅れているようである。今後は
「地域安全」等の他の分野とも連携し、取り組んで頂きたい。
・東日本大震災発生に起因した社会資本整備総合交付金減額、未普及箇所の整備縮小の問題などへの対
処、大規模災害に対応する下水道ＢＣＰの早期策定などの継続が必要である。
・雨水排水施設の耐震化の推進には国庫補助など、財源確保が必要である。
・水辺環境はまだまだ余地のある施策進行で、市民の創意工夫を支援する側に立ち、市民に維持・管理を
お願いすることも成功するかもしれない。
・これまでの取組は効果を上げている。今後は自然災害と河川や下水道施設の関連を調べ新たな問題に取
り組んで欲しい。
・川はみどりと海と運命共同体であり、市民の意識と生活のシンボルである。

・満足度の達成度は高く、徐々に向上している。施策コストとの効率性を考えながら施策を実行していく必要
がある。
・公共下水道の普及率との相関性も非常に高い。
・下水道施設の上部利用が市民のニーズに沿って実現すれば、さらに満足度が上がるものと思われる。
・水辺環境の改善率は６割前後の人が肯定している一方、「わからない」などが27.7％を占めた。公共下水道
の整備や水辺環境への推進は評価されているが、川の水が綺麗になったかと言った具体的な内容への回
答は下降している。まだまだ整備が必要であろう。
・水辺環境の改善率の指標として、「川の水がきれいになったと感じる市民の割合」を指標に掲げているが、
「・・・と感じる」等あいまいなものでは無く、水質検査の結果や水性生物・水辺の野鳥の生息数等、明確な数
値目標を指標として設定すべきである。水質調査結果を設問時に示せば、もっと良い結果が得られたと思わ
れる。
・河川の水質や河川の親水度など市民の生活と下水道以外の関わりについて指標化していくとよい。
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